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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第17期
第３四半期
連結累計期間

第18期
第３四半期
連結累計期間

第17期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年12月31日

自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （百万円） 1,108,752 1,165,159 1,566,046

経常利益 （百万円） 14,060 36,595 22,522

四半期純利益又は四半期（当

期）純損失（△）
（百万円） △18,453 19,035 △25,138

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 8,149 52,091 10,189

純資産額 （百万円） 416,115 457,542 409,647

総資産額 （百万円） 1,444,883 1,449,690 1,432,162

１株当たり四半期純利益金額又

は１株当たり四半期（当期）純

損失金額（△）

（円） △18.43 19.01 △25.10

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 26.0 27.3 24.6

 

回次
第17期
第３四半期
連結会計期間

第18期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成25年10月１日
至平成25年12月31日

自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額又

は１株当たり四半期純損失金額

（△）

（円） △19.45 11.66

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ３．第17期第３四半期連結累計期間及び第17期における、潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額

については、１株当たり四半期（当期）純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

第18期第３四半期連結累計期間における、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

当社グループは、当社、子会社110社及び関連会社34社で構成され、機能化学品、機能樹脂、ウレタン、基礎化学

品、石化及びフィルム・シートの製造・販売を主な事業内容とし、さらに、各事業に関連するサービス等の事業活動

を展開しております。

当社は子会社のうち100社を連結し、清算状態等の６社を除く子会社及び関連会社38社に持分法を適用しておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は以下のとおりです。

■韓国SKC社とのポリウレタン材料事業合弁会社設立

当社は、平成26年12月17日開催の取締役会において、韓国SKC Co., Ltd.(以下「SKC」といいます。)とポリウレ

タン材料事業を統合(以下「事業統合」といいます。)することを決議し、平成26年12月22日にSKCと契約を締結致

しました。当社及びSKCは、必要な許認可の取得等を前提に平成27年４月１日を目途に合弁会社(以下「合弁会社」

といいます。)を新設します。

また、当社のポリウレタン材料事業については、当社が日本事業会社(以下「新設会社」といいます。)を設立

し、会社分割(吸収分割。以下「会社分割」といいます。)により新設会社に承継させた上で、その全株式を合弁

会社が保有することとしております。

　事業統合及び会社分割の概要は次のとおりとなります。

①事業統合及び会社分割の目的

当社とSKC両社のポリウレタン材料事業を一体化し、両社が長年に亘り蓄積してきたノウハウや情報を活用す

ることで、統合シナジーを最大化させ、顧客にトータルソリューションを提供してまいります。

合弁会社の基本戦略は以下のとおりです。

ⅰ)成長市場の需要獲得

顧客との緊密な関係を基に、極東アジアから中国、アセアン、欧州、米州までカバーする当社とSKCの拠点

ネットワークをフル活用し、効果的な技術サービスを顧客に迅速に提供することで、成長需要を獲得しま

す。

ⅱ)新規事業をグローバルに展開

当社とSKCが有する製品群・技術力を融合し、新たな用途や顧客を開拓します。

ⅲ)収益性の向上

製造・販売・研究全てにおける経営資源の効率的運用及び競争力ある自社原料の有効活用により、世界

トップレベルのコスト競争力を確保します。

また、当社が国内に有する同事業関連の資産等を管理するために新設会社を設立し、同資産等を承継させま

す。

②本件全体に関するスキームの概要

平成27年４月１日を目途に、次の手続きを実行する計画です。なお、ⅱ)、ⅲ)、ⅳ)については、発効時期を

同一とすることを予定しています。また、本手続完了後の事業ストラクチャーにつきましては別図のとおりと

なります。

ⅰ)新設会社の設立

ⅱ)新設会社への当社ポリウレタン材料事業の会社分割(吸収分割)による承継

ⅲ)合弁会社の設立

ⅳ)当社から合弁会社への出資の実行(新設会社の全株式の譲渡。)

③会社分割の要旨

ⅰ)分割の方式

当社を分割会社とし、新設会社を承継会社とする吸収分割です。

ⅱ)分割期日

　平成27年４月１日(予定)

ⅲ)分割に係る割当ての内容及び算定根拠

　会社分割に際しての対価は現金とする予定であり、その算定については、分割する資産及び負債の時価を

　基礎としております。

ⅳ)分割する事業部門の経営成績(平成26年３月期)

　売上高(連結)：953億円

ⅴ)分割する資産、負債の状況(平成26年３月31日現在)

　[分割資産の額(単体)]　　　　　[分割負債の額(単体)]

　・流動資産：343億円　　　　　 ・流動負債：46億円

　・固定資産： 36億円　　　　　 ・固定負債：なし
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ⅵ)その他

　会社分割の発効と同時に、当社は新設会社の全株式を合弁会社に譲渡します。

　　[合弁会社概要]

・商号　　　　　　　　　：未定

・所在地　　　　　　　　：韓国

・事業内容　　　　　　　：ポリウレタン材料の製造・販売・研究

・資本金　　　　　　　　：未定

・設立予定年月日　　　　：平成27年４月１日

・売上高(平成27年度見込)：1,500百万US＄

・大株主及び持ち株比率　：当社(50％)、SKC(50％)

※当社持分法適用関連会社となります。

④新設会社(承継会社)の概要(分割効力発生日における見込み)

　商号　　　　：未定

　本店所在地　：東京都港区東新橋一丁目5番2号

　資本金　　　：未定

　事業内容　　：ポリウレタン材料の製造・販売・研究

［別図：事業ストラクチャー］
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における事業環境は、米国での景気回復、ヨーロッパでの緩やかな景気持ち直しの動

きや、中国や新興国における景気拡大のテンポの鈍化が継続しています。

日本国内においては、消費増税に伴う駆け込み需要の反動からの持ち直しの動きが続いているものの、依然とし

て景気回復に力強さが感じられない状況が継続しています。

このような情勢のもとで、当社グループの当第３四半期連結累計期間の業績は以下のとおりとなりました。

 

売上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ564億円増（5.1％増）の１兆1,652億円となりました。これは、基

礎化学品事業における減販を、主に石化事業におけるプラント稼働率上昇による増販や、機能化学品事業における

昨年度譲り受けた歯科材料事業の増販でカバーしたことによる販売数量増加の影響が16億円、ナフサなどの原燃料

価格上昇による販売価格の改定や、円安による販売価格改善等の影響が548億円あったことなどによるものです。

営業利益は、前年同四半期連結累計期間に比べ176億円増（116.0％増）の327億円となりました。これは、主に

基礎化学品事業における交易条件の改善に加え、固定費の減少があったことなどによるものです。

経常利益は、前年同四半期連結累計期間に比べ225億円増（160.3％増）の366億円となりました。これは、営業

利益の増加に加え、為替差益の増加等の影響により、営業外損益が前年同四半期連結累計期間に比べ49億円改善し

たことによるものです。

特別損益は、前年同四半期連結累計期間に比べ195億円改善の34億円の損失となりました。これは、前年同四半

期連結累計期間において計上した事業構造改善費用の影響がなくなったことなどによるものです。

以上により、税金等調整前四半期純損益は、前年同四半期連結累計期間に比べ420億円改善の332億円の利益とな

りました。

四半期純損益は、法人税等及び少数株主利益を控除した結果、前年同四半期連結累計期間に比べ375億円改善の

190億円の利益となり、１株当たり四半期純利益金額は19.01円となりました。

 

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

 

(機能化学品)

当セグメントの売上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ310億円増の1,584億円、売上高全体に占める割合

は14％となりました。一方、営業利益は、増販効果があったものの固定費の増加等により、前年同四半期連結累計

期間に比べ17億円減の104億円となりました。以上により、セグメント全体では、増収・減益となりました。

　歯科材料事業は売上高の拡大に貢献したものの、事業譲受に伴うのれんの償却が発生しております。

　ヘルスケア材料のメガネレンズ用材料、衛生材料の不織布、農薬等は、海外の需要拡大等を受けて販売を拡大し

ました。

 

(機能樹脂)

当セグメントの売上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ75億円増の1,284億円、売上高全体に占める割合は

11％となりました。また、営業利益は、需要拡大への的確な対応等により、前年同四半期連結累計期間に比べ26億

円増の119億円となりました。以上により、セグメント全体では、増収・増益となりました。

　自動車部品及び樹脂改質材用途を中心とするエラストマーは、北米を中心とする自動車用途の堅調な需要によ

り、収益を拡大しました。

機能性コンパウンド製品は、円安効果及び北米・アジアを中心とする自動車用途の需要拡大により、収益を拡大

しました。

　また、特殊ポリオレフィンについても、円安効果及びスマートフォンを中心とした電子情報関連用途の需要に的

確に対応し、収益を拡大しました。

 

(ウレタン)

当セグメントの売上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ20億円減の1,163億円、売上高全体に占める割合は

10％となりました。営業損失は、ポリウレタン材料の海外市況下落があったものの円安等の影響により、前年同四

半期連結累計期間に比べ20億円改善の28億円となりました。以上により、セグメント全体では減収・営業損失の改

善となりました。

コーティング材料は、海外での需要拡大により収益を拡大しております。一方で、ポリウレタン材料は、主要

用途である家具向けの低調及び市況低迷の継続により、厳しい状況が続いております。

 

(基礎化学品)

　当セグメントの売上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ470億円減の2,402億円、売上高全体に占める割合は

21％となりました。営業損失は、連結子会社の範囲変更及びフェノールのアジアでの同業各社の定期修理の集中等

による交易条件改善を受け、前年同四半期連結累計期間に比べ83億円改善の56億円となりました。以上により、セ

グメント全体では、減収・営業損失の改善となりました。

フェノールの市況に改善の動きがあったものの、フェノール・高純度テレフタル酸ともに、需要の回復遅れ及び

中国市況の低迷を背景に厳しい状況が続いております。
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(石化)

当セグメントの売上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ606億円増の4,375億円、売上高全体に占める割合は

37％となりました。また、営業利益は、交易条件の改善により、前年同四半期連結累計期間に比べ36億円増の190

億円となりました。以上により、セグメント全体では、増収・増益となりました。

ナフサクラッカーが前年同四半期連結累計期間を上回って稼働しました。また、北中米の自動車生産台数の増加

等により、海外事業の収益が拡大しております。

 

(フィルム・シート)

当セグメントの売上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ26億円増の626億円、売上高全体に占める割合は

５％となりました。また、営業利益は、高付加価値製品の拡販、円安効果及びコスト削減努力により、前年同四半

期連結累計期間に比べ19億円増の31億円となりました。以上により、セグメント全体では、増収・増益となりまし

た。

包装フィルムは、今年度初めに販売価格を改定したものの、原料価格の高騰が継続したこと、消費増税・価格

改定前の需要増の反動及び夏場の天候不順による需要減により、収益が減少しております。

電子・情報用フィルムは、スマートフォンを始めとした高付加価値分野における需要拡大により、収益を拡大

しております。

太陽電池用シートは、新製品の拡販及びコスト削減に努めたものの、競争激化に伴う販売価格の下落等厳しい事

業環境により、収益が減少しております。

 

(その他)

当セグメントの売上高は、前年同四半期連結累計期間に比べ37億円増の218億円、売上高全体に占める割合は

２％となりました。また、営業損益は、前年同四半期連結累計期間に比べ13億円改善の８億円の利益となりまし

た。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　① 基本方針の内容の概要

 　　　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社の企業価値ひ

 　　いては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると考えてお

     ります。

 　　　当社は、当社株式について大量買付がなされる場合、これが当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するも

     のであれば、これを一概に否定するものではありません。また、当社の支配権の移転を伴う買付提案がなされた場

     合、これに応じるべきか否かの判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。

　　　　しかしながら、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大量買付行為又はこれ

     に類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者としては適切でないと考えておりま

　　　す。

② 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組みの概要

　　　　当社は、当社グループの経営の基本骨格の中で、「目指すべき企業グループ像」を「絶えず革新による成長を追

　　　求し、グローバルに存在感のある化学企業グループ」として、次に掲げる当社の企業価値の源泉を基に、企業価値

　　　ひいては株主共同の利益の確保・向上を図っております。

　　1) 新技術、新製品を生み出す研究開発力

　　2) グローバルな生産、販売体制とマーケティング力

　　3) 社外ステークホルダーとの信頼関係

　　4) 高度な専門性とチャレンジ精神を有する多様な人材

　また、当社は、平成26年度中期経営計画を策定し、企業価値ひいては株主共同の利益のさらなる向上に努めてお

ります。その中で、当社グループの将来像を設定し、経済軸と環境軸・社会軸が結びついた社会課題解決への取り

組みにより、事業活動を通じた社会貢献を目指します。成長事業である「モビリティ」、「ヘルスケア」及び

「フード＆パッケージング」領域における集中的な拡大、新事業・新製品の創出を推進するとともに、石化・基礎

化学品を中心とした「基盤素材」を事業・技術を確保しながら展開いたします。

平成26年度を初年度とする３年間では、次の方針で取り組みます。

■大型市況製品の再構築の確実な実行により収益力の回復を図る。

■平成23年度中期経営計画で具体化、実行した成長投資を確実に収益拡大へ繋げる。

■事業ポートフォリオ変革に向け、経営資源をモビリティ、ヘルスケア及びフード＆パッケージング領域に集

　中する。

　　　■新事業・新製品創出を加速する。

　　　■財務体質の改善、強化を図る。

　　　さらに、企業としての社会的責任を全うし、広く社会からの信頼を確保していくために、コーポレート・ガバ

　　ナンスの充実は最も重要な課題と認識しており、社外取締役の選任（社外取締役２名すべてを独立役員として、

　　東京証券取引所に届け出ております。）、監査役機能の重視、内部統制システムの構築・推進、リスク・コンプ
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　　ライアンス委員会活動の強化などの諸施策を推進しております。また、ステークホルダーからの信頼を一層高め

　　るため、環境・安全・品質の確保、社会貢献活動、法令・ルール遵守の徹底等のＣＳＲ活動の更なる充実・強化

　　に努めております。

　　　③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

　　　取組みの概要

　　　　当社は、平成25年５月10日開催の当社取締役会及び平成25年６月25日開催の当社第16期定時株主総会の各決議に

　　　基づき、平成22年６月24日に更新した「当社株券等の大量買付行為に関する対応策」（買収防衛策）の内容を一部

　　　改定した上で更新いたしました（以下、改定後の買収防衛策を「本プラン」といいます。）。

　　　　本プランの具体的な内容の概要は以下のとおりです。

　　1)　本プランの目的

　本プランは、当社株式に対する大量買付が行われた際に、かかる大量買付に応じるべきか否かを株主が判断し、

あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保すること、株主のために買付者と交渉を

行うこと等を可能とすることで、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する買付行為を抑止するためのもの

です。

　　2)　対象となる買付等

　　　　本プランは、次の(a)又は(b)に該当する買付若しくはこれに類似する行為又はこれらの提案（当社取締役会が本

　　　プランを適用しない旨別途認めたものを除くものとします。以下「買付等」と総称し、買付等を行う買付者又は買

　　　付提案者を「買付者等」と総称します。）を適用対象とします。買付者等は、予め本プランに定められる手続に従

　　　うものとし、当社取締役会において新株予約権の無償割当ての不実施に関する決議が行われるまでの間、買付等を

　　　実行してはならないものとします。

　　(a) 当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付けその他の取得

　　(b) 当社が発行者である株券等について、公開買付けを行う者の株券等所有割合及びその特別関係者の株券等所

　　　　有割合の合計が20％以上となる公開買付け

　　3)　本プランの発動に係る手続及び発動要件等

　　　上記に定める買付等を行う買付者等は、買付等の実行に先立ち、当社に対して、買付等の内容の検討に必要な

　　所定の情報（以下「本必要情報」といいます。）及び当該買付者等が買付等に際して本プランに定める手続を遵

　　守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下「買付説明書」と総称します。）を提出していただきます。

　　　なお、当社経営陣から独立した者のみで構成される独立委員会（以下「独立委員会」といいます。）は、当該

　　買付説明書の記載内容が本必要情報として不十分であると判断した場合には、買付者等に対し、本必要情報を追

　　加的に提出するよう求めることがあります。

　　　　独立委員会は、買付者等から買付説明書及び本必要情報が提出された場合、当社取締役会に対しても、独立委員

　　　会が定める合理的な期間内（原則として60日以内とします。）に買付者等の買付等の内容に対する意見、その根拠

　　　資料及び代替案等の提示を要求することがあります。

　　　　独立委員会は、買付者等及び当社取締役会から情報、資料等の提供を受けてから原則として最長60日間の検討期

　　　間（ただし、一定の場合には原則として30日を上限として延長を行うことができます。）を設定し、買付等の内容

　　　の検討、当社取締役会による代替案の検討、買付者等と当社取締役会の事業計画等に関する情報収集・比較検討、

　　　買付者等との協議・交渉等を行います。

　　　独立委員会は、買付者等が本プランに定められた手続を遵守しなかった場合、又は、当社の企業価値ひいては

　　株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合等所定の要件のいずれかに該当

　　し、かつ、本新株予約権（下記4)に定義されます。以下同じ。）の無償割当てを実施することが相当である場合

　　には、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当てを実施することを勧告します。なお、独立委員会は、

　　予め当該実施に関して株主意思の確認を得るべき旨の留保を付すことができるものとします。

　他方、独立委員会は、買付者等による買付等が所定の要件のいずれにも該当しないと判断した場合、又は当社取

締役会が独立委員会の要求にかかわらず上記に規定する意見又は独立委員会が要求する情報、資料等を所定期間内

に提示しなかった場合には、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当てを実施しないことを勧告します。

　　　当社取締役会は、独立委員会から上記勧告を受けた場合には、これを最大限尊重して速やかに、本新株予約権

　　無償割当ての実施又は不実施等に関する会社法上の機関としての決議を行います。ただし、独立委員会が当該実

　　施に関して株主意思の確認を得るべき旨の留保を付した場合又は株主総会の開催に要する時間等を勘案したう

　　え、取締役会が善管注意義務に照らし、株主の意思を確認することが適切と判断する場合には、当社取締役会

　　は、株主総会を招集し、株主の意思を確認することができるものとします。

　　4)　本新株予約権の概要

　　　　本プランにおいて無償割当てを行う新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）は、割当期日における当

　　　社以外の当社の株主に対し、その保有する当社株式１株につき本新株予約権１個の割合で、割り当てられます。本

　　　新株予約権の目的である株式は、原則として当社普通株式１株とします。本新株予約権の行使に際して出資される

　　　財産の当社株式１株当たりの価額は、１円を下限とし当社株式１株の時価の２分の１の金額を上限とする金額の範

　　　囲内で、当社取締役会が別途定める価額とします。

　　　買付者等所定の要件に該当する者（以下「特定買付者等」と総称します。）は、原則として本新株予約権を行

　　使することができません。また、当社は、特定買付者等以外の者が有する本新株予約権の全てを取得し、これと

　　引換えに当社株式を交付することができます。

　　5)　本プランの有効期間

　　　本プランの有効期間は、平成28年３月期の事業年度に関する定時株主総会の終結の時までです。ただし、有効
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　　期間の満了前であっても、当社の株主総会又は取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合に

　　は、本プランはその時点で廃止されるものとします。

　　　④ 上記各取組みに対する取締役会の判断及びその理由

　　1)　基本方針の実現に資する特別な取組み（上記②の取組み）

　平成26年度中期経営計画に基づく戦略、コーポレート・ガバナンスの充実等の各施策は、当社の企業価値・株主

共同の利益を継続的かつ持続的に確保し、向上させるための具体的方策として策定されたものであり、まさに当社

の基本方針に資するものです。したがって、これらの各施策は基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損な

うものではなく、また、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。

2)　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み（上記③の取組み）

　　　　以下の理由から、本プランは基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものではなく、また、当社役

　　　員の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。

(a) 経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための

買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株

主意思の原則、必要性・相当性の原則）を完全に充足していること。また、企業価値研究会が平成20年６月

30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」を踏まえて運用できるよう設計され

ていること

　　(b) 当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入・更新されたもので

　　　　あること

(c) 株主総会において株主の承認を得て更新されたものであること、発動に際して一定の場合に株主の意思を確

認することとされていること、有効期間の満了前であっても株主総会において本プランを廃止することがで

きること等、株主の意思を重視するものであること

(d) 当社の業務執行を行う経営陣から独立した独立委員会の客観的な判断を最大限に尊重して対抗措置の発動・

不発動を決定すること

(e) 合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ発動しないように設定されており、当社取締役会による恣

意的な発動を防止するための仕組みが確保されていること

　　(f) 独立した第三者の助言を得ることにより、独立委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕

　　　　組みが確保されていること

　　(g) 当社取締役の任期は１年とされており、毎年の取締役の選任を通じて株主の意向を反映させることが可能で

　　　　あること

(h) デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛

策）でも、スローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないため、その発

動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもないこと

 

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社及び連結子会社の研究開発費は、239億円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間における当社グループの主要研究課題に重要な変更はありません。

 

(4) 主要な設備

前連結会計年度末における当連結会計年度１年間の設備投資計画（新設・増設等）は540億円でしたが、第２四

半期連結会計期間末において、480億円に変更しております。

なお、セグメント毎の設備投資計画に、著しい変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,000,000,000

計 3,000,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,022,020,076 1,022,020,076
東京証券取引所

市場第一部

・完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準株式

・単元株式数1,000株

計 1,022,020,076 1,022,020,076 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残高
（百万円）

平成26年10月１日～

平成26年12月31日
　－ 1,022,020,076 　－ 125,053 　－ 93,783

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－

１（1）②発行済株式の「内

容」欄に記載のとおりであり

ます。普通株式 20,882,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 990,050,000 990,050 同上

単元未満株式 普通株式 11,088,076 － －

発行済株式総数 1,022,020,076 － －

総株主の議決権 － 990,050 －

　(注)　１．「完全議決権株式（自己株式等）」の欄の普通株式は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が13,000株（議決権

の数13個）含まれております。

３．「単元未満株式」の欄の普通株式には、自己保有株式が次のとおり含まれております。

三井化学株式会社　　　　　　　768株

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

三井化学株式会社
東京都港区東新橋

一丁目５番２号
20,882,000 － 20,882,000 2.04

計 － 20,882,000 － 20,882,000 2.04

　(注)　当第３四半期会計期間末（平成26年12月31日）の自己株式数は、21,060,635株であります。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 71,979 49,905

受取手形及び売掛金 296,492 296,807

たな卸資産 301,158 329,296

繰延税金資産 9,828 9,630

未収入金 89,677 90,645

その他 8,653 10,976

貸倒引当金 △772 △866

流動資産合計 777,015 786,393

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 330,822 336,807

減価償却累計額 △221,602 △227,602

建物及び構築物（純額） 109,220 109,205

機械装置及び運搬具 1,011,771 1,012,476

減価償却累計額 △885,662 △885,828

機械装置及び運搬具（純額） 126,109 126,648

土地 159,674 160,164

建設仮勘定 20,799 23,607

その他 70,400 72,231

減価償却累計額 △60,362 △62,075

その他（純額） 10,038 10,156

有形固定資産合計 425,840 429,780

無形固定資産   

のれん ※１ 34,935 ※１ 33,816

その他 37,275 36,176

無形固定資産合計 72,210 69,992

投資その他の資産   

投資有価証券 108,620 109,210

退職給付に係る資産 13,036 17,858

繰延税金資産 5,448 5,607

その他 30,919 31,678

貸倒引当金 △926 △828

投資その他の資産合計 157,097 163,525

固定資産合計 655,147 663,297

資産合計 1,432,162 1,449,690
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 219,849 208,808

短期借入金 121,967 123,342

1年内返済予定の長期借入金 41,188 16,311

コマーシャル・ペーパー 15,000 15,000

1年内償還予定の社債 13,000 10,142

未払法人税等 4,455 4,200

役員賞与引当金 42 61

修繕引当金 12,324 8,507

事業構造改善引当金 2,337 1,904

その他 76,894 83,638

流動負債合計 507,056 471,913

固定負債   

社債 99,000 89,858

長期借入金 290,595 310,294

繰延税金負債 22,923 25,401

役員退職慰労引当金 295 300

修繕引当金 2,227 1,343

環境対策引当金 1,621 1,086

事業構造改善引当金 14,213 12,503

退職給付に係る負債 58,324 55,778

資産除去債務 3,770 4,254

その他 22,491 19,418

固定負債合計 515,459 520,235

負債合計 1,022,515 992,148

純資産の部   

株主資本   

資本金 125,053 125,053

資本剰余金 91,065 91,065

利益剰余金 149,287 167,184

自己株式 △14,341 △14,423

株主資本合計 351,064 368,879

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 16,678 19,302

繰延ヘッジ損益 △105 △656

為替換算調整勘定 6,551 23,194

退職給付に係る調整累計額 △21,345 △15,428

その他の包括利益累計額合計 1,779 26,412

少数株主持分 56,804 62,251

純資産合計 409,647 457,542

負債純資産合計 1,432,162 1,449,690
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 1,108,752 1,165,159

売上原価 961,375 986,578

売上総利益 147,377 178,581

販売費及び一般管理費 132,248 145,902

営業利益 15,129 32,679

営業外収益   

受取利息 192 265

受取配当金 2,131 2,458

持分法による投資利益 1,150 403

為替差益 715 5,995

その他 3,214 3,241

営業外収益合計 7,402 12,362

営業外費用   

支払利息 5,272 5,522

その他 3,199 2,924

営業外費用合計 8,471 8,446

経常利益 14,060 36,595

特別利益   

固定資産売却益 72 117

投資有価証券売却益 － 1,792

受取保険金 685 －

特別利益合計 757 1,909

特別損失   

固定資産処分損 1,351 2,342

固定資産売却損 17 11

減損損失 150 1,827

関連事業損失 23 －

事業撤退損 1,523 －

契約解除金 － 903

事業構造改善費用 ※１ 20,555 －

退職給付制度改定損 － 181

特別損失合計 23,619 5,264

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△8,802 33,240

法人税等 7,638 9,192

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
△16,440 24,048

少数株主利益 2,013 5,013

四半期純利益又は四半期純損失（△） △18,453 19,035
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
△16,440 24,048

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 7,215 2,819

繰延ヘッジ損益 170 △752

為替換算調整勘定 13,316 17,894

退職給付に係る調整額 － 5,929

在外子会社の退職給付債務等調整額 △12 －

持分法適用会社に対する持分相当額 3,900 2,153

その他の包括利益合計 24,589 28,043

四半期包括利益 8,149 52,091

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 4,701 43,668

少数株主に係る四半期包括利益 3,448 8,423
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【注記事項】

（会計方針の変更）

退職給付に関する会計基準等の適用

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平

均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反

映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、第１四半

期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減

しております。

この結果、第１四半期連結会計期間の期首において、退職給付に係る負債が2,190百万円減少、退職給付に係

る資産が1,237百万円減少、投資有価証券が85百万円減少、利益剰余金が868百万円増加しております。なお、当

第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響は軽微であります。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

税金費用の計算

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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（追加情報）

韓国SKC社とのポリウレタン材料事業合弁会社設立

当社は、平成26年12月17日開催の取締役会において、韓国SKC Co., Ltd.(以下「SKC」といいます。)とポリウレ

タン材料事業を統合(以下「事業統合」といいます。)することを決議し、平成26年12月22日にSKCと契約を締結致

しました。当社及びSKCは、必要な許認可の取得等を前提に平成27年４月１日を目途に合弁会社(以下「合弁会社」

といいます。)を新設します。

また、当社のポリウレタン材料事業については、当社が日本事業会社(以下「新設会社」といいます。)を設立

し、会社分割(吸収分割。以下「会社分割」といいます。)により新設会社に承継させた上で、その全株式を合弁会

社が保有することとしております。

　事業統合及び会社分割の概要は次のとおりとなります。

１ 事業統合及び会社分割の目的

当社とSKC両社のポリウレタン材料事業を一体化し、両社が長年に亘り蓄積してきたノウハウや情報を活用す

ることで、統合シナジーを最大化させ、顧客にトータルソリューションを提供してまいります。

合弁会社の基本戦略は以下のとおりです。

(1)成長市場の需要獲得

顧客との緊密な関係を基に、極東アジアから中国、アセアン、欧州、米州までカバーする当社とSKCの拠点

ネットワークをフル活用し、効果的な技術サービスを顧客に迅速に提供することで、成長需要を獲得しま

す。

(2)新規事業をグローバルに展開

当社とSKCが有する製品群・技術力を融合し、新たな用途や顧客を開拓します。

(3)収益性の向上

製造・販売・研究全てにおける経営資源の効率的運用及び競争力ある自社原料の有効活用により、世界

トップレベルのコスト競争力を確保します。

また、当社が国内に有する同事業関連の資産等を管理するために新設会社を設立し、同資産等を承継させま

す。

２ 本件全体に関するスキームの概要

平成27年４月１日を目途に、次の手続きを実行する計画です。なお、(2)、(3)、(4)については、発効時期を

同一とすることを予定しています。

(1)新設会社の設立

(2)新設会社への当社ポリウレタン材料事業の会社分割(吸収分割)による承継

(3)合弁会社の設立

(4)当社から合弁会社への出資の実行(新設会社の全株式の譲渡。)

３ 会社分割の要旨

(1)分割の方式

当社を分割会社とし、新設会社を承継会社とする吸収分割です。

(2)分割期日

平成27年４月１日(予定)

(3)分割に係る割当ての内容及び算定根拠

会社分割に際しての対価は現金とする予定であり、その算定については、分割する資産及び負債の時価を

基礎としております。

(4)分割する事業部門の経営成績(平成26年３月期)

売上高(連結)：953億円

(5)分割する資産、負債の状況(平成26年３月31日現在)

[分割資産の額(単体)]　　　　　[分割負債の額(単体)]

・流動資産：343億円　　　　　 ・流動負債：46億円

・固定資産： 36億円　　　　　 ・固定負債：なし
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(6)その他

　会社分割の発効と同時に、当社は新設会社の全株式を合弁会社に譲渡します。

　　[合弁会社概要]

・商号　　　　　　　　　：未定

・所在地　　　　　　　　：韓国

・事業内容　　　　　　　：ポリウレタン材料の製造・販売・研究

・資本金　　　　　　　　：未定

・設立予定年月日　　　　：平成27年４月１日

・売上高(平成27年度見込)：1,500百万US＄

・大株主及び持ち株比率　：当社(50％)、SKC(50％)

※当社持分法適用関連会社となります。

４ 新設会社(承継会社)の概要(分割効力発生日における見込み)

　商号　　　　：未定

　本店所在地　：東京都港区東新橋一丁目5番2号

　資本金　　　：未定

　事業内容　　：ポリウレタン材料の製造・販売・研究
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１．のれん及び負ののれんの表示

　　　のれん及び負ののれんは、相殺表示しております。相殺前の金額は次のとおりであります。
 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

のれん 34,958百万円 33,816百万円

負ののれん 23 －

差引 34,935 33,816

 

　２．保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。
 

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

たはらソーラー・ウイン

ド共同事業
＊１ 15,640百万円

たはらソーラー・ウイン

ド共同事業
＊３ 18,000百万円

その他（５社） ＊２ 2,082
Nghi Son Refinery &

Petrochemical LLC
 9,370

   その他（５社） ＊４ 1,984

計  17,722   29,354

＊１　内10,166百万円については、三井物産㈱他より再保証を受けております。

＊２　内537百万円については、他社より再保証を受けております。

＊３　内11,700百万円については、三井物産㈱他より再保証を受けております。

＊４　内476百万円については、他社より再保証を受けております。

 

この他に連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、保証予約を行っております。
 

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

京葉エチレン㈱  53百万円 京葉エチレン㈱  34百万円

トーセロ・ロジスティクス㈱ 12 トーセロ・ロジスティクス㈱ 7

計  65   41

 

　３．受取手形割引高
 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形割引高 200百万円 211百万円

 

 

　４．債権流動化に伴う買戻し義務
 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

債権流動化に伴う買戻し義務 1,016百万円 300百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

※１．事業構造改善費用は、当社グループの一部の事業再構築に伴う損失であり、固定資産の減損損失の他、既存

設備の撤去に伴う諸費用等を含んでおります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれんの償却額及び負の

のれんの償却額は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

減価償却費 33,529百万円 34,155百万円

のれんの償却額 1,845 1,826

負ののれんの償却額 511 23

 

（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月25日

定時株主総会
普通株式 3,005 3.00  平成25年３月31日  平成25年６月26日 利益剰余金

平成25年11月１日

取締役会
普通株式 3,005 3.00  平成25年９月30日  平成25年12月３日 利益剰余金

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月５日

取締役会
普通株式 2,002 2.00  平成26年９月30日  平成26年12月４日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
(注)

合計
 

機能
化学品

機能樹脂 ウレタン
基礎
化学品

石化
フィルム・

シート
計

売上高          

外部顧客への
売上高

127,358 120,945 118,338 287,164 376,877 59,959 1,090,641 18,111 1,108,752

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

3,746 13,547 2,510 21,854 115,139 2,072 158,868 43,561 202,429

計 131,104 134,492 120,848 309,018 492,016 62,031 1,249,509 61,672 1,311,181

セグメント利益又
はセグメント損失
（△）

12,092 9,263 △4,826 △13,915 15,448 1,260 19,322 △508 18,814

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他関連事業等を含んでおりま

す。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 19,322

「その他」の区分の損失（△） △508

セグメント間取引消去等 △134

全社費用等（注） △3,551

四半期連結損益計算書の営業利益 15,129

（注）全社費用等は、主に報告セグメントに帰属させることが適当でない一般管理費及び新事業に係る研究開発

費等であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

平成26年２月６日の取締役会において、大型市況製品の事業再構築策を決議したことに伴い、当第３四半期連結会

計期間において、事業構造改善費用を計上しました。この特別損失には、「基礎化学品」セグメントにおいて3,324百

万円、「ウレタン」セグメント等において941百万円の固定資産の減損損失を含んでおります。

 

（のれんの金額の重要な変動）

「機能化学品」において、Heraeus Kulzer Dental事業の譲受をしたことに伴い、のれんを計上したことにより、同

セグメントののれんの金額が前連結会計年度末に比べて、33,070百万円増加しております。

なお、のれんの増加額は、入手可能な合理的な情報に基づき暫定的に算定した金額であります。
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当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
(注)

合計
 

機能
化学品

機能樹脂 ウレタン
基礎
化学品

石化
フィルム・

シート
計

売上高          

外部顧客への
売上高

158,412 128,373 116,319 240,207 437,508 62,587 1,143,406 21,753 1,165,159

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

3,170 14,633 2,336 24,381 115,283 2,470 162,273 47,078 209,351

計 161,582 143,006 118,655 264,588 552,791 65,057 1,305,679 68,831 1,374,510

セグメント利益又
はセグメント損失
（△）

10,380 11,884 △2,835 △5,568 19,015 3,119 35,995 851 36,846

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他関連事業等を含んでおりま

す。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 35,995

「その他」の区分の利益 851

セグメント間取引消去等 △90

全社費用等（注） △4,077

四半期連結損益計算書の営業利益 32,679

（注）全社費用等は、主に報告セグメントに帰属させることが適当でない一般管理費及び新事業に係る研究開発

費等であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要な減損損失を認識していないため、また、のれん等の金額に重要な影響を及ぼす事象が生じていないため記載

しておりません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
△18円43銭 19円01銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（百万円）
△18,453 19,035

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）

（百万円）

△18,453 19,035

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,001,513 1,001,142

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第３四半期連結累計期間において、１株当たり

四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第３四半期連結累計期間

においては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

平成26年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額……………………2,002百万円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………２円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成26年12月４日

　（注）　平成26年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主又は登録株式質権者に対し支払いを行いま

す。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月12日

三井化学株式会社

代表取締役社長　淡輪　敏　殿

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中村　雅一　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 狩野　茂行　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 杉本　義浩　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 植木　貴幸　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三井化学株式会
社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平成
26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結財務
諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三井化学株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政状態
及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要
な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。
　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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